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今
定
例
会
で
は
、
議
員
か
ら
３

件
の
議
案
が
、
市
長
か
ら
21
件
の

議
案
が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。

　
主
な
議
案
の
内
容
お
よ
び
議
会

に
お
け
る
議
決
結
果
は
次
の
と
お

り
で
す
。

《
議
員
提
出
議
案
》

ユ
ダ
ヤ
難
民
に
対
す
る
人
道
的
行

為
を
行
っ
た
小
辻
節
三
博
士
を
顕

彰
す
る
決
議
に
つ
い
て

　

先
の
大
戦
に
お
い
て
、
杉
原
千

畝
氏
が
発
給
し
た
「
命
の
ビ
ザ
」

を
持
ち
日
本
に
滞
在
し
て
い
た
ユ

ダ
ヤ
難
民
た
ち
の
生
活
を
守
り
、

ビ
ザ
の
有
効
期
限
を
延
長
し
て
希

望
の
地
へ
と
命
を
つ
な
ぐ
こ
と
に

奔
走
し
た
小
辻
節
三
博
士
に
対

し
、
全
国
に
先
駆
け
て
「
平
和
都

市
宣
言
」を
し
た
鎌
倉
市
と
し
て
、

平
和
都
市
に
ふ
さ
わ
し
い
人
道
的

行
為
を
心
の
文
化
遺
産
と
し
て
顕

彰
す
る
と
と
も
に
、
鎌
倉
市
民
の

み
な
ら
ず
、
多
く
の
人
々
の
心
の

文
化
遺
産
と
し
て
語
り
継
ぐ
こ
と

に
つ
い
て
、決
議
す
る
も
の
で
す
。

　
議
会
で
は
、
総
員
の
賛
成
に
よ

り
、
原
案
を
可
決
し
ま
し
た
。

核
兵
器
禁
止
条
約
に
日
本
政
府
が

積
極
的
な
役
割
を
果
た
す
こ
と
を

求
め
る
意
見
書
の
提
出
に
つ
い
て

　

政
府
は
核
兵
器
の
な
い
世
界
を

目
指
し
て
、
核
兵
器
を
持
つ
国
々

と
持
た
な
い
国
々
の
橋
渡
し
役
を

務
め
る
と
明
言
し
て
お
り
、
条
約

加
盟
国
を
広
げ
て
核
兵
器
の
禁
止

を
全
地
球
的
規
模
で
確
立
す
る
に

は
、
市
民
社
会
が
連
帯
し
て
声
を

上
げ
る
必
要
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

全
国
に
先
駆
け
て
平
和
都
市
宣
言

を
し
た
自
治
体
の
一
員
と
し
て
、

唯
一
の
戦
争
被
爆
国
で
あ
る
こ
と

を
踏
ま
え
核
兵
器
禁
止
条
約
に
積

極
的
な
役
割
を
果
た
す
こ
と
を
国

に
求
め
る
も
の
で
す
。

　
議
会
で
は
、
多
数
の
賛
成
に
よ

り
、
原
案
を
可
決
し
ま
し
た
。

北
朝
鮮
の
６
度
目
の
核
実
験
と
た

決
算

第47号 平成28年度鎌倉市一般会計歳入歳出決算の認定について 認定

第50号 平成28年度鎌倉市国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算の認定
について 認定

条
例

第55号 私たちのまち鎌倉のことに関心を持ち、自分たちでより良くして
いこうという思いを共有して行動するための条例の制定について 否決

第60号 鎌倉市火災予防条例の一部を改正する条例の制定について 可決

補正
予算

第61号 平成29年度鎌倉市一般会計補正予算（第３号） 可決
第63号 平成29年度鎌倉市一般会計補正予算（第４号） 可決

議
会
議
案

第４号 ユダヤ難民に対する人道的行為を行った小辻節三博士を顕彰する
決議について 可決

第５号 核兵器禁止条約に日本政府が積極的な役割を果たすことを求める
意見書の提出について 可決

第６号
北朝鮮の６度目の核実験とたび重なるミサイル発射に対して強く
抗議するとともに、北朝鮮に対する断固たる対応の早急な実施を
求める意見書の提出について

可決

陳情 第12号 医療費助成制度継続についての陳情 採択

公

明

党

鎌
倉
市
議
会

議

員

団

日
本
共
産
党

鎌
倉
市
議
会

議

員

団

鎌
倉
み
ら
い

自
由
民
主
党

鎌
倉
市
議
会

議

員

団

鎌

倉

の

ヴ
ィ
ジ
ョ
ン
を

考

え

る

会

鎌

倉

夢

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
の
会

神
奈
川
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

運
動
・
鎌
倉

無

所

属
◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
大
石　
和
久

西
岡　
幸
子

納
所　
輝
次

吉
岡　
和
江

武
野　
裕
子

高
野　
洋
一

前
川　
綾
子

山
田　
直
人

池
田　
　
実

伊
藤　
倫
邦

志
田　
一
宏

森　
　
功
一

中
村　
聡
一
郎

河
村　
琢
磨

久
坂　
く
に
え

髙
橋　
浩
司

日
向　
慎
吾

永
田　
磨
梨
奈

保
坂　
令
子

安
立　
奈
穂

千　
　
一

く
り
は
ら 

え
り
こ

竹
田　
ゆ
か
り

長
嶋　
竜
弘

飯
野　
眞
毅

松
中　
健
治

○ ○ ○ ― ― ― ○
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○：賛成　－：反対　退：退席

　会　派　名

　議　員　名

主　　　な　　　議　　　案　　　等 議決
結果

※�会派は、政策を中心とした同一の理念を共有
する２人以上の議員で構成されます。本市議
会では、会派に属する議員は代表質問を行っ
たり、議会運営委員会の委員となり、議会運
営に関する協議を行うことができます。

※◎は会派の代表者
※�山田直人議員は議長のため、採決には参加し
ていません。

※９月定例会では市長提出議案21件（決算認定議案７件、諮問１件含む）、議員提出議案３件の採決を行いました。
　下記以外の議案等への賛否については、議会事務局へお問い合わせください。議 決 さ れ た 主 な 議 案 等

　

こ
の
原
稿
を
書
い
て
い
る
の
は

衆
院
選
真
っ
た
だ
中
で
す
。
お
読

み
に
な
っ
て
い
る
市
民
の
皆
様

は
、衆
院
選
も
市
長
選
も
終
わ
り
、

気
持
ち
新
た
に
政
治
を
ご
覧
に

な
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
で
し
ょ

う
か
。
地
方
議
会
は
、
ご
存
じ
の

と
お
り
、
国
会
と
は
違
い
ま
す
。

執
行
機
関
と
議
決
機
関
と
い
う
二

元
代
表
制
で
す
。
９
月
定
例
会
で

は
、
各
会
派
、
議
決
に
至
る
過
程

で
か
な
り
議
論
を
深
め
ま
し
た
。

こ
れ
は
、
議
決
機
関
と
し
て
の
役

割
を
果
た
す
上
で
重
要
で
す
。
今

後
も
、
各
会
派
議
論
を
深
め
、
議

決
機
関
と
し
て
の
役
割
を
果
た
し

て
ま
い
り
ま
す
。
本
紙
を
お
読
み

に
な
り
、
市
民
の
皆
様
に
そ
の
役

割
と
議
論
の
深
さ
を
感
じ
取
っ
て

い
た
だ
け
れ
ば
幸
い
で
す
。

�

（
志
田　

一
宏
）

　
議
会
広
報
委
員
会

�

委
員
長　
河
村　
琢
磨

�

副
委
員
長　
日
向　
慎
吾

�

委　
　
員　
志
田　
一
宏

�

委　
　
員　
武
野　
裕
子

�

委　
　
員　
西
岡　
幸
子

�

委　
　
員　
池
田　
　
実

�

委　
　
員　
保
坂　
令
子

編
集
後
記

び
重
な
る
ミ
サ
イ
ル
発
射
に
対
し

て
強
く
抗
議
す
る
と
と
も
に
、
北

朝
鮮
に
対
す
る
断
固
た
る
対
応
の

早
急
な
実
施
を
求
め
る
意
見
書
の

提
出
に
つ
い
て

　

わ
が
国
独
自
の
措
置
お
よ
び
関

連
国
連
安
保
理
決
議
に
基
づ
く
措

置
を
引
き
続
き
着
実
に
実
施
す
る

と
と
も
に
、
国
連
安
保
理
理
事
国

と
し
て
、
米
国
、
韓
国
、
中
国
お

よ
び
ロ
シ
ア
を
は
じ
め
と
す
る
関

係
各
国
や
国
際
社
会
と
の
協
力
・

連
携
を
さ
ら
に
強
化
し
、
国
連
安

保
理
に
お
け
る
さ
ら
な
る
対
応
を

含
め
た
北
朝
鮮
へ
の
断
固
た
る
対

応
の
速
や
か
な
実
施
に
よ
り
、
国

民
が
冷
静
に
、
安
心
し
て
平
常
ど

お
り
の
生
活
が
送
れ
る
よ
う
国
に

強
く
求
め
る
も
の
で
す
。

　
議
会
で
は
、
多
数
の
賛
成
に
よ

り
、
原
案
を
可
決
し
ま
し
た
。

《
市
長
提
出
議
案
》

条
例
関
係
議
案

私
た
ち
の
ま
ち
鎌
倉
の
こ
と
に
関

心
を
持
ち
、
自
分
た
ち
で
よ
り
良

く
し
て
い
こ
う
と
い
う
思
い
を
共

有
し
て
行
動
す
る
た
め
の
条
例
の

制
定
に
つ
い
て

　

魅
力
と
活
力
に
あ
ふ
れ
る
地
域

社
会
の
実
現
に
寄
与
す
る
こ
と
を

目
的
と
し
て
、
市
民
等
、
そ
の
他

鎌
倉
の
ま
ち
に
関
わ
る
人
々
お
よ

び
本
市
が
協
力
し
合
い
、
多
様
化

す
る
地
域
課
題
を
解
決
し
、
鎌
倉

の
ま
ち
を
さ
ら
に
輝
く
ま
ち
に
し

て
い
く
た
め
、
基
本
理
念
等
必
要

な
事
項
を
定
め
よ
う
と
す
る
も
の

で
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
し
よ
う

と
す
る
も
の
で
す
。

　
議
会
で
は
、
少
数
の
賛
成
に
よ

り
、
原
案
を
否
決
し
ま
し
た
。

鎌
倉
市
火
災
予
防
条
例
の
一
部
を

改
正
す
る
条
例
の
制
定
に
つ
い
て

　

利
用
者
の
防
火
安
全
に
対
す
る

意
識
の
向
上
に
よ
る
火
災
被
害
の

軽
減
を
図
る
た
め
、
防
火
対
象
物

の
関
係
者
に
よ
る
防
火
管
理
業
務

の
適
正
化
お
よ
び
消
防
用
設
備
等

の
適
正
な
設
置
促
進
を
図
り
、
不

特
定
多
数
が
利
用
す
る
施
設
等
に

お
い
て
、
消
防
法
等
に
よ
り
設
置

が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る
屋
内
消

火
栓
設
備
、
ス
プ
リ
ン
ク
ラ
ー
設

備
、
自
動
火
災
報
知
設
備
が
設
置

さ
れ
て
い
な
い
場
合
、
そ
の
内
容

を
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
す
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
必
要
な
規

定
の
整
備
等
を
行
お
う
と
す
る
も

の
で
、
平
成
30
年
４
月
１
日
か
ら

施
行
し
よ
う
と
す
る
も
の
で
す
。

　
議
会
で
は
、
総
員
の
賛
成
に
よ

り
、
原
案
を
可
決
し
ま
し
た
。

補
正
予
算

　
一
般
会
計
補
正
予
算（
第
３
号
、

第
４
号
）
お
よ
び
国
民
健
康
保
険

事
業
特
別
会
計
補
正
予
算
は
、
そ

れ
ぞ
れ
議
員
の
賛
成
で
原
案
を
可

決
し
ま
し
た
。

一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
３
号
）

　

子
ど
も
の
貧
困
対
策
に
関
す
る

実
態
調
査
に
係
る
経
費
、
鎌
倉
生

涯
学
習
セ
ン
タ
ー
ホ
ー
ル
音
響
設

備
修
繕
に
係
る
経
費
を
追
加
し
よ

う
と
す
る
も
の
で
、
歳
入
歳
出
と

も
に
１
５
４
９
万
円
を
増
額
し
、

補
正
後
の
総
額
は
５
９
９
億
４
３

４
３
万
６
千
円
と
な
り
ま
す
。

一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
４
号
）

　

衆
議
院
議
員
選
挙
お
よ
び
国
民

審
査
費
の
職
員
手
当
、
委
託
料
等

諸
経
費
の
追
加
を
し
よ
う
と
す
る

も
の
で
、
歳
入
歳
出
と
も
に
６
８

５
６
万
５
千
円
を
増
額
し
、
補
正

後
の
総
額
は
６
０
０
億
１
２
０
０

万
１
千
円
と
な
り
ま
す
。

国
民
健
康
保
険
事
業
特
別
会
計 

補
正
予
算

　

歳
入
歳
出
と
も
に
６
５
８
万
５

千
円
を
増
額
し
、
補
正
後
の
総
額

は
２
１
６
億
５
２
９
５
万
１
千
円

と
な
り
ま
す
。

９月定例会では、次の意見書提出および決議に係る議会議案を可決しました。なお、可決した意見書は、地方自治法第99
条の規定に基づき、関係機関に送付しました。

可決した意見書・決議

核兵器禁止条約に日本政府が積極的な役割を果たすことを求める意見書
　平成29年７月７日の国連会議において、核兵器の使用だけでなく、持つことも、配備することも禁止した核兵器禁止
条約が、国連加盟国の６割を超える122カ国の賛成で採択された。長年、被爆者やNGOが連帯して積み重ねてきた努力
が形になったものであり、核兵器の非人道性を中軸に据えるという被爆者の思いを基本精神に刻んだ条約の採択に、広
島市長、長崎市長も歓迎の声を上げた。
　今も世界には、１万5000発近くの核兵器がある。核兵器をめぐる国際情勢は緊張感を増しており、遠くない未来に核
兵器が使われるのではないかという強い不安が広がっている。核兵器を持つ国々は現状、核兵器禁止条約に反対してお
り、核兵器のない世界にたどり着く道筋はまだ見えていないが、この条約をいかに生かし、歩みを進めることができる
かが、核兵器のない世界に向け、各国に問われている。
　核兵器禁止条約は、第１条で核兵器の「開発、生産、製造、取得、貯蔵、移転、受領、使用、核爆発実験」などを禁
止し、核兵器を違法化するとともに、第４条で「自国の核兵器を廃棄した国のための措置」を明記し、核保有国に参加
の道を開いている。核兵器を法的に禁止するとともに、核兵器全面廃絶につながる大きな意義を持つ内容となっている。
　政府は、核兵器のない世界を目指してリーダーシップをとり、核兵器を持つ国々と持たない国々の橋渡し役を務める
と明言している。条約加盟国を広げて核兵器の禁止を全地球的規模で確立するには、市民社会が連帯して声を上げる必
要があることから、鎌倉市議会は全国に先駆けて平和都市宣言をした自治体の一員として、日本政府に対し、唯一の戦
争被爆国であることを踏まえ核兵器禁止条約に積極的な役割を果たすことを求めるものである。
　以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。
　　　平成29年９月29日
� 鎌　倉　市　議　会このほか、
・�ユダヤ難民に対する人道的行為を行った小辻節三博士を顕彰する決議
・�北朝鮮の６度目の核実験とたび重なるミサイル発射に対して強く抗議するとともに、北朝鮮に対する断固たる対応の
早急な実施を求める意見書の提出について

を可決しました。
（可決した意見書・決議の全文は、市議会ホームページをご覧ください）


